原位置試験による液状化危険度評価について by 三村, 衛 & 吉村, 貢
Title原位置試験による液状化危険度評価について








浦 安地 盤 調 査 一・斉 試験 報 告 会,2012.10。30(地 盤 工 学 会)
原位置試験による液状化危険度評価について
京都大学大学院工学研究科 国際会員 三村 衛
ソイルアンドロックエンジニアリング㈱ 国際会員 吉村 貢
1.は じめに
平成23年3.月11日 に発生東北地方太平洋沖地震により,関 東一円の沿岸部および内陸埋立地で大規模な液状化が発
生した。千葉県の調査に協力する形で,県 内の数カ所で地盤調査を実施 したが,そ の一環 として,液 状化被害が甚大で
あった浦安市の高洲8丁 目の埋立地において,種 々の原位置試験を同地点で行 う一斉試験を実施 した。
1995年 の阪神淡路大震災を受けて,国 土交通省 と全国地質調査業協会連合会が,全 国7河 川において地盤凍結工法に
よる乱さない試料採取 と繰 り返 し三軸試験を実施 して液状化強度を求めるとともに,同 地点において各種原位置試験 を
行って,両 者の関係づけを行 うとい うプロジェク トを実施 した1)。 このプロジェク トを実施 した背景として,原 位置試
験によって得 られる結果は土そのものの強度ではなく,あ る条件下における指標(index)で あり,物 性値 としての強度
を知るためには,室 内要素試験によって求められた値との関係付けをきちんと確認 しておく必要があるとい う基本認識
がある。つまり,地 盤凍結による乱さない試料採取に比べて原位置試験によるサウンディングは廉価であり,一 旦乱 さ
ない試料による液状化強度 とサウンディングによる指標 との関連づけができれば,サ ウンディングを行 うことによって
対象地盤 の正 しい液状化強度 を推定できる枠組みを構築できるとい う考えがベース となっている。Tokimatsuand
Yoshimi2)は1980年 代に当時としては先進的な取 り組み として,同 様のアプローチを行ってお り,原 位置試験結果から
液状化抵抗を求める手法を,時 松 ・吉見法 として提案 している。また著者 らは,東 扇島埋立地,千 葉県検見川地区にお
いて地盤凍結による乱 さない試料を採取するプロジェク トに参画 し,同
地でRIコ ーン貫入試験を併せて実施 し,コーン貫入試験によって得 られ
る指標と乱さない試料による液状化強度の関係についてのデータを蓄積
してきた3・)。海外における同様のアプローチとしては,例 えばカナダに
おけ るCANLEXと い うプロジェク トをあ げるこ とができ,Robertson&
Fearに よる液状化 危険度評価手法 として結実 してい る。
本報告で は,こ うした既往研 究 の知見 をベ ース と して,今 回浦安 市高
洲8丁 目の埋立地 で実施 した標 準貫入試験(SPT)と 電気 式静的 コー ン
貫入試験(CPT)に よる検層結果 を用いて,同 地 にお け る液 状化危険度
評 価 を行 った結果 を紹介 す る。図一1に試験 サイ トの概略図 と試験実施 ポ
イ ン トを示す。一斉試験 に関す る報告 とい うことで,図 中,No.1,No.3
と表示 した一斉試験 実施 ポイ ン トに絞 って議論 す る。なお,CPTの 結果





























液状化危険度を評価す るためには,対 象 とする土や地盤の液状化に対する抵抗力 と地震時に土や地盤に作用するせん
断応力を求め,両 者の大小関係 によって液状化に至るか否かを判定す ることになる。これは簡易法であっても,有 限要
素法などによる有効応力解析であっても同じである。すなわち,地 震外力によって動員 されるせん断応力(液 状化を引
き起こそ うとする応力)が 土や地盤の有 している抵抗力を上回れば液状化に至 り,下 回れば液状化には至 らない。今回
実施 した一斉試験で用いられた原位置試験は,い ずれも対象 とする地盤の強さを判定するためのものであり,地 震によ
って動員される地盤内のせん断応力を評価するものではない。 したがって,本 報告についても,各 種試験によって液状
化に抵抗する地盤の強さを求めておき,外 力による動員せん断応力については,既 往研究や設計基準な どによって得 ら
れている知見や算定式を用いることになる。
標準貫入試験(SPT)に よって得 られるN値 を用いて液状化危険度評価を実施する方法が広 く使われている。これは,
地盤調査 としてSPTが 幅広く行われ,N値 に基づく設計手法が確立 しているために,我 が国ではSPTを 伴わない地盤調
査はあ り得ない と言っても過言ではない。本報告においても,現 地で実施 したSPTの 結果についてはN値 に基づ く検討
を行っている。用いた手法は日本道路協会による手法(一 般には道路橋示方書)4)で ある。以下にその概略について簡
単に紹介 してお く。まず,地 盤の液状化抵抗Rを 標準貫入試験によって次式のように算定す る。
R=c}ゼR五
こ こ で,6w=1.0(タ イ プ1地 震 動),タ イ プH地 震 動 に 対 して はow=1.0(1ヒL≦0.1),cw=3.3RL+0.67(0.1<R五≦ 4),ow=2.0
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(RL>0.4)と 規定される。またRLは 三軸強度比(液 状化強度曲線において繰 り返 し回数20回 相当の液状化強度比)で
あるが,室 内繰 り返 し三軸試験結果がない場合はSPTのN値 を用いて以下のように算定す る。
凡一腿 癖 +L6蝋 一14戸(糊
ここで,げVは 有効上載圧,Nは 標準貫入試験のN値,FCは 細粒分含
有率,01,02は 細粒分補正係数である。測定されたN値 は有効上載圧 と
細粒分含有率補正を行い,1v、 という形でRL算 定式に用い られる。一








ここでzは 地表面からの深さ,σ㌃,げvは全応力 と有効応力による上載圧,んhGは 設計水平震度で重力加速度gに 対す る地
震による最大水平加速度αm。xの比(㌔。x/gで規定される。地盤種別係数c。-1.0で ある。ある深 さzに おける液状化安全率
FLはFL-R猛 と表すことができる。深さzの 地点において地盤の抵抗Rが 地震によって地盤 内に動員 され るせん断応力 五
を上回ればFL>1.0と な り液状化は起 こらないと判定 され,逆 に五がRを 上回ればFL<1.0と なって液状化が発生すると
判定されることになる。
FL値 はある深さにおける点情報であり,液 状化によって上部構造物や地中構造物に被害を及ぼす地盤災害 としての液
状化を評価するために,FL値 を深 さ方向に積分することによって得 られる指標PLが 用い られる。
町 一 ∫3°F・w(・)ぬ
ここで,FはFL<0の 時の1-FL,重 み 関数wは 地表面か らの深 さzを 関数 と してw(z)-1-0.Ol5zと 規定 され る。液状化 対
象層厚 を20mと して深 さ方 向に積分 した値 を 一PLとしてい る。定義 よ り,PL値 が大きいほ ど液状化被害 が発 生す る可能
性 が高い こ とを示 してお り,既 往 の研究 か らPL値 が15を 超 えると構造物被害 を引き起 こす よ うな液状化 が発 生す ると
言われてい る。
次に,コ ー ン貫入試験(CPT)に よって計測 され るコー ン先端抵抗9t,周 面摩擦 兎,間 隙水圧 〃とい った諸値 に基 づ
いて液状化危険度評価 手法 について説 明す る。CPTべ 一 スの液 状化 危険度評価 については,道 路橋示方書 の方法 に匹敵
す る確立 され たものはな く,研 究者 ご とに独 自の手法で算定 してい るのが現状で ある。本報 告では,今 回 の一斉試験 に
おいて実施 され たCPTの 結果 に基づ いて,数 種類の手法 を横並 びに して検討 し,CPTベ ースの液 状化危険度評価 の現状
と,各 種法 問の比較 を行 った。用いた手法 は,道 路橋 示方書 の方法4),建 築基礎構造設計指針 に よる方法5),柴 田・Teparaksa
に よる方法6),Robertson・Fearに よる方 法7),Lancellotta8)に よる換算Drを 用 いる方 法であ る。ただ し,手 法 に よっては
地盤 の液状化抵抗 を求め ることを 目的 とした もの もあ り,そ の場合 は地震外力 によって動員 され る地盤のせ ん断応力 五
は既 往の手法 によって別途 求 めた ものを用 いてい るこ とを予 め断ってお く。また換算N値 に よって評価す るこ とになっ
てい る手法 につ いては,コ ー ン貫入試験 に よって得 られた指標 か らN値 に換算 して評価 を行 った。電気式静 的 コー ン貫
入試 験 による液状化危 険度 評価 フロー を,取 り上げた5種 類 を比較 して表 一1に示す。
(1)道 路橋示方書 の方法4)
すで に標準貫入試験 の ところで説 明 した。Robertsonに よる土質分類指標 ∫c9)をも とに,鈴 木 らlo)の 方法 で細粒分 と
9tか ら換 算N値 を求 め,地 震外力 によって地盤 内 に動員 され る繰 り返 しせん断応力比 五は既 出の とお りであ る。液状化
安全率はFL-1ヒ/五 で規 定 され る。本報告 では,す べての手法 にお いて,設 計水平震度 として,国 土交通省 による浦安 に
おけ る地震動記録ll)に 基づ き んhgLO=0.178を 適用 した。
(2)建 築基礎構造設計指針の方法5)














地震によって地盤内に動員 される繰 り返 しせん断応力比 五は次式のように表 される。
五 一 ㌦ ・㌦ ・αm・x・ 死 ・
9σ,yO
ここで,rdはzを 地表 面か らの深 さと して,rd=1-0.Ol5zで 既 出で あ り,r、はマグニチ ュー ドMの 関数 としてr、=0.1(ゐ4-1)
と規定 され る。 また細粒 分補正 は鈴木 らの方 法9)に よる。液状化安全率 はFL=R伍 で規定 され る。
(3)柴 田 ・Teparaksa法6)











@、)cr:液 状化 限界 コー ン先端抵抗(MPa)
@、1)cr:基 準化 コー ン貫入 抵抗
C2:平 均粒径 の影響 を考慮 した補正係数
D50:平 均粒径(mm)
液状化安全率算 定に あた り,FLと 同様 に,FC>35の 土層に対 して はFsを 算定せず,便 宜上Fs-1と した。
(4)Robertson・Fear法7)












(g、IN)、:等 価 コー ン補正抵抗
g、IN:正 規化 コー ン先端補正抵抗





一方,繰 り返 しせん断応力比ゐは(2)の 建築基礎構造設計指針で示 したものを適用 し,FL-R/ゐ として液状化安全
率を計算する。
(5)換 算Dr法
この方法 は,Lancellottaに よってチャンバー試 験結果 に基づ いて提案 されてい るコー ン貫入抵 抗か ら相対密度Drを
換算す る方法8)を 用い,得 られたD,をTokimatsu&Yoshimiによる経験 式2)に よって液状化 強度比Rに 変換す る とい
うもので ある12)。 三村 ・須崎 によって 自然堆積砂地盤,埋 立地盤 に対す る検討 結果が報告 され てい る12)。 一方,繰
り返 しせん断応力比Lは(2)の 建築基礎構造設 計指針で示 した ものを適 用 し,FL-R/Lと して液状化安全 率 を計算
す る。
3.原 位置試験による液状化危険度評価結果
本節では,標 準貫入試験(SPT)と 電気式静的コーン貫入試験(CPTU)に よる調査結果に基づき,前 節で説明した評
価手法で液状化危険度を検討した結果を示 し,そ の妥当性を検証す る。
2地 点で実施 した標準貫入試験結果に基づき,道 路橋示方書による手法で算定したFL値 の深度分布を図一2に示す。図
中にFL値 の分布を積分 したPL値 も併せて示している。同図では,浦 安市における最大加速度値を用いた場合 と直下型
地震を念頭において400galの 最大加速度値を用いた場合を比較 して示 しているが,αm、、を変化 させると液状化危険度は
大きく変動する。これは地盤調査によるRは 常に一定であるのに対 し,五の算定にあたってはα出ax/gが陽な形で寄与し,
最大加速度値の大小がそのまま地震時せん断応力に反映されるためである。またボー リングNo.1とNo.3の 問にも差異
が認められ,そ れぞれに対するPL値 は8.6と16.8と 基準値となる15の 両側に分かれてお り,得 られた結果の妥当性の































図一2標 準貫入試験(SPT)に 基づ く液状化危険度評価算定結果
時にポンプ圧送 されたときに場所による分級が起こり,や やシル ト質の土が卓越 したものと思われ る。深度8～9m付 近
から旧海底地盤に移行す ると考えられるが,原 海底地盤は砂泥互層でCPTの 検層プロフィールは大きく変動している。
RIコ ーンの特長である湿潤密度 と間隙比の測定結果より,こ の地域を代表する砂分を含むシル ト層のAは お よそ1.8～
1.9t/m3で粘性土になるとその値は当然低下する。間隙比は1前 後であり,シ ル ト質 とい うことで,き れいな砂に比べて
やや大きめの値をとっている。
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表一lCPTに よる液状化危 険度評価 フロー




計 測 し た 湿 潤 密 度 ρtと 地 下 水 の 位 置 の 推 定 よ り,σm,σ ヲ。'を算 出.
σ。。,σ 。。'に よ り 基 準 化 したGむ,1}を 算 出 し,土 質 分 類 指 数1。 を 推 定.
Robertson(1990):1cニV(3.47-logloρむ)2十(loglo房 十1.22)2















(q。1)、。:基 準化 コー ン貫入抵抗
c2:平 均粒径 の影響 を考慮 した
、 補IE係 数
繰 り返 しせ ん 断 応 力 比:ム=㌦ ・rd魎 無,η1ニ0.1(ル1-1),㌦=1-0.015κ
9σ りo
'
㌦:繰 り返 し回数 に よ る補 正係 数,γ α:深 さ方 向 の低 減 係 数,〃:マ グニ チ ュ ー ド
































(qσ11v)、,:等 価 コー ン補IE抵 抗




楕 鼎 歴 、4距}(14≦Nα)
'
Cw:地 震 動 特 性 に よ る補 正 係 数









↓ Ψ Ψ ↓ Ψ
液 状 化 に対 す る安全 率&※
凡 二q。/(q、)、。
液 状 化 抵抗 率FL※
FL=R/L
※FC≧35%の 時 は,FL,馬 を算 定 しな い.便 宜 上=1と した.
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(b)調 査地点No.3
図一3RIコ ーン貫入試験による先端抵抗,周 面摩擦,間 隙水圧,湿 潤密度,間 隙比の深度分布
液状化危険度 を判 定す るにあた り,土 質分
類 指数Z、,換 算N値,細 粒分含 有率FCと い
った諸量が必要 となる。 図一4にRIコ ー ン貫
入試 験 による検層結果 に基づいて算定 したz、,
N値,FCの 深度方 向分布 を示 す。換算N値
について は標準貫入試験 に よる実測値 をほぼ
妥 当に再現 で きているの に対 し,FCに つ い
ては用いた時松 による方法,Robertson&Fear
に よる方法 ともに実測値 との乖離が大 きい。
図一3に 示すRIコ ー ンの検 層結果 に基づ き,
表一1に示 した手順で5種 類 の方法で液状化危
険度の検討 を行 った。No.1,No.3地 点 におけ
る検討結果 をそれぞれ 図一5,6に 示す。 図中
RI-CPTか ら算定 され る地盤 の液状化 抵抗値
Rを 実線で,地 震力 に よって地盤 に動員 され
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法は液状化 に対す る安全率Aと い う形で示
されるが,そ れ以外はFL値 の分布 として表 さ
れる。深 さ方向に一FL〈1となる領域が多 く計
亡:'!複 ∴㍗・・㌔f=





















・ 一 ・ ・時 松
・ 試験結果'
図一4(b)RIコ ーンに よる土質分類指数,換 算N値,粒 分含有率
(調 査地点No.3)
算 されてい るこ とがわか る。いずれ の手法 に対 して もPL値 を併せ て算 定 してお り,汎 用 的に用 い られてい る道路橋示方
書に よる方法,建 築基礎構造設 計指針 による方法 では,両 地点 ともに9～10程 度 の値 を示 してい る。PL-15が 構造物被
害の発生の閾値 とされ てい るが,直 近の浦安南高校 の被 害,試 験 サイ ト脇の道路の状況 な どをみ ると,PL値 としては過
小評価気味で ある との印象 を受 ける。一方,補 正 コー ン先端抵抗 か ら換 算Drを 求 め,Tokimatsu&Ybshimi法で液状化
抵 抗率 を求 めるタイ プの換 算Dr法 は両手法の約半分 のPL-5前 後 の値 を示 してお り,や は り過小評価 とい うことにな る。
これに対 してRobertson&Fearの 方法 はかな り大きなPL値 を与 える。 これ は,彼 らが提唱す る んをベー ス とした細粒 分
補 正法(表 一1参照)の 適 用が結果 に大 き く影 響 してい る と考 え られ る。表一1を みる と,そ れ 以外の手法で は鈴木 らに よ
る補正法lo)を 用 いてい る。これは道路橋示方書や建 築基礎構造設計指針 に よる方法 は本来CPTに 基づ く液状化危 険度評
価 法ではない ため,9t値 が得 られた時 の細粒 分補 正法が設定 され ていないた め,国 内のデ ータに基づいて提案 され た同
手法 を適用 した とい う背 景が ある。Robertson&Fearの 方法 において,細 粒分補正 を横 並びにすれば,FL,PLと もにか
な り小 さくな り,他 の手法 によるものに近 くな る。次 に場所 による違 いに着 目す る と,No.3はNo.1に 比べ て砂質卓越
傾 向にあ るた め,す べ ての手法の評価 においてFL,PLと もに高 くなる傾 向に ある。














限 界 コー ン貫 入 抵 抗(9c)cr








































































































図一5(a)RIコーン貫入試験結果に基づいて算定した,5種 類の手法による液状化抵抗値Rと 地震によって動員 される
繰 り返しせん断応力比Lの 深度方向分布
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限 界 コーン貫 入 抵 抗(9c)、,
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千葉県浦安市高洲8丁 目埋立地において実施 された,標 準貫入試験(SPT)とRIコ ーン貫入試験(RI-CPT)の 検層結果
を用いて液状化危険度評価 を実施 した。現地は表層に細粒土主体の埋立土,砂 とシル トの入 り交じった層が連続す る地
盤であ り,多 数の墳砂痕 とともに,直 近の浦安南高校や道路や擁壁に大きな被害が生 じてお り,液 状化によって構造物
被害が生 じた地域 と分類できる。国土交通省によって公開 されている浦安市における地震動を用い,2地 点の標準貫入
試験結果に道路橋示方書の方法によって検討 したところ,PL値 として8.6と16.8と い う値を得た。一方RI-CPTの 検層
結果から道路橋示方書,建 築基礎構造設計指針,柴 田 ・Teparaksa法,Robertson&Fear法,換 算Dr法 とい う異なる5種
類の評価手法によって検討 した。得られた結果に基づいてPL値 を求めたところ,道 路橋示方書,建 築基礎構造設計指針
では9～10,換 算Dr法 では5前 後,柴 田・Teparaksa法では1～2と い うやや低い値が得 られた。これに対 して,Robertson




も,最 大加速度で地盤に動員されるせん断応力比 ゐを算定 しているが,一 方で,土 の液状化抵抗Rに 含まれるCwの 中
に繰 り返 し回数(継 続時間とも読み替えられる)の 効果を取 り込んで,そ の値 を変化させるとい うことも行われてお り,
今後の検討課題 となる。
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